
株主メモ株式の状況
決算期 毎年3月31日

定時株主総会 毎年6月

基準日 中間配当金　毎年9月30日
期末配当金　毎年3月31日

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内1丁目3番3号
みずほ信託銀行株式会社

同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内1丁目3番3号
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

郵送物送付先／電話お問い合わせ先
〒168-8507
東京都杉並区和泉2丁目8番4号
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
TEL　0120-288-324（フリーダイヤル）
https://www.mizuho-tb.co.jp/

特別口座管理機関の取扱店
みずほ信託銀行株式会社　全国本支店

※未払配当金のみ、株式会社みずほ銀行全国本支店でもお取り扱いいたします。

上場証券取引所 東京証券取引所プライム市場
（証券コード7595）

公告掲載紙 日本経済新聞

株式会社アルゴグラフィックス
〒103-0015
　東京都中央区日本橋箱崎町5番14号
　TEL　03-5641-2020（代表）
＜IRに関するお問い合わせ＞
　TEL　03-5641-2018
　E-mail	 ir＠argo-graph.co.jp
※		3DEXPERIENCE、CATIAはアメリカ合衆国、またはその他の国における、
ダッソー・システムズまたはその子会社の登録商標です。
　		その他全ての会社名・製品名・サービスネームは、それぞれ各社の商標	
またはサービスマークです。

COPYRIGHT	ARGO	GRAPHICS	INC.	ALL	RIGHTS	RESERVED.

持株数（株）持株比率（％）

SCSK㈱ 4,740,000 21.78
日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 2,648,800 12.17
㈱日本カストディ銀行（信託口） 1,193,400 5.48
BBH	FOR	FIDELITY	LOW-PRICED	STOCK	FUND	
（PRINCIPAL	ALL	SECTOR	SUBPORTFOLIO） 736,237 3.38

JP	MORGAN	CHASE	BANK	385632 689,420 3.16
STATE	STREET	BANK	AND	TRUST	COMPANY	505224 628,500 2.88
藤澤　義麿 589,000 2.70
㈱タムロン 582,600 2.67
NORTHERN	TRUST	CO.（AVFC）	RE	IEDP	
AIF	CLIENTS	NON	TREATY	ACCOUNT 560,000 2.57

㈱日本カストディ銀行（信託E口） 443,700 2.03
（注）自己株式（599,013株）は大株主から除いております。また、持株比

率は自己株式を控除して計算しております。なお、当該自己株式数に
は、「株式給付信託（J-ESOP）」及び「株式給付信託（BBT）」制度の
信託口（㈱日本カストディ銀行（信託E口））が保有する当社株式は含
まれておりません。

株式の状況（2022年9月30日現在）

大株主（2022年9月30日現在）

所有者別株式数の状況（2022年9月30日現在）

発行可能株式総数 85,440,000株

発行済株式総数 22,354,000株

株主数 2,298名

個人・その他
 2,081名 3,453,619株 （15.4％）
金融・証券
 36名 5,612,762株 （25.1％）
国内法人
 15名 6,160,700株 （27.6％）
外国人
 165名 6,527,906株 （29.2％）
自己株式
 1名 599,013株 （2.7％）

会社概要

会社概要（2022年9月30日現在）

役員構成（2022年9月30日現在）

会社名 株式会社アルゴグラフィックス

（英文社名） ARGO	GRAPHICS	Inc.

設立年月日 1985年（昭和60年）2月19日

本社所在地 東京都中央区日本橋箱崎町5番14号

資本金 1,873,136千円

従業員数 511名（連結：1,066名）

取締役
代表取締役 会長執行役員（CEO） 藤澤　義麿
代表取締役 社長執行役員（COO） 尾崎　宗視
取締役 副社長執行役員 中井　隆憲
取締役 専務執行役員 藤森　武史
取締役 専務執行役員 長谷部　邦雄
取締役 常務執行役員 石川　清志
取締役 （社外） 福永　哲弥
取締役 （社外、独立） 井戸　理恵子
取締役 （社外、独立） 伊藤　徳一
取締役 （社外、独立） 有岡　宏

監査役
常勤監査役 中村　隆夫
監査役 （社外、独立） 藤井　孝藏
監査役 （社外、独立） 三木　正志
監査役 （社外、独立） 楢林　知樹

執行役員
常務執行役員 深田　徹
常務執行役員 木村　俊規
常務執行役員 藤田　博昭
上席執行役員 大嶋　真二
上席執行役員 高木　淳
上席執行役員 中村　隆宏
上席執行役員 木原　実
執行役員 大笹　吉浩
執行役員 座間　清
執行役員 池田　亮太
執行役員 徳永　幸樹
執行役員 宮本　高明
執行役員 濱崎　元
執行役員 堀江　啓太
執行役員 中村　義雄



たものの、当社エンジニアのプロジェクト参画比率向上等
の取り組みにより外注費及び販売管理費のコントロールを
継続した結果、3,740百万円（同16.1％増）となりました。
親会社株主に帰属する四半期純利益につきましては2,579
百万円（同15.2％増）となりました。

　配当につきましては、株主の皆様の日頃のご支援に報い
るべく、1株当たり33円の中間配当を実施いたします（前
期は30円）。通期では66円を予定しております。

　今期は、先端的なソリューションを備えるIT企業に対す
るM&A及び出資、初となる自社データセンターの建設計画
など、当社グループの長期的な成長を見据えた施策に積極
的に取り組んでおります。これらの施策は、一層多様なソ
リューションの提供とお客様の課題解決に大いに資すると
考えております。

　株主の皆様におかれましては、今後ともご理解とご支援
を賜りますよう、衷心よりお願い申し上げます。

　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
当社グループの2022年度第2四半期の事業の概況につ
きまして、ご報告申し上げます。

　当第2四半期連結累計期間におけるわが国経済は、
新型コロナウイルス感染拡大の第七波により過去最大
の感染者数を記録する中、社会経済活動は一部緩和の
方向に進み、飲食・レジャー需要を中心に回復基調が
見られております。一方、地政学的リスクに起因する
原材料価格の高騰やサプライチェーンの混乱が深刻化
し、日本を含む世界各国における大幅な物価上昇が
人々の生活に大きな影響を及ぼしつつあります。

　このような状況下、当社グループでは新たなビジネ
ス環境に適応しながら、各社の特長を活かした事業戦
略と効果的な営業活動を推進するとともにグループ間
の連携も進めてまいりました。

　その結果として、当第2四半期連結累計期間の経営
成績は、自動車関連業界向けのビジネスが大きく伸長
し、半導体業界向けのソリューション販売も堅調だっ
たことから、売上高は25,035百万円（前年同期比
6.8％増）となりました。営業利益につきましては、
人材を将来の企業価値増大に資する人的資本として捉
え、その待遇改善を実施したことから人件費増となっ

（注）2019年4月1日を効力発生日として1：2の株式分割を実施、19年3月
期については分割前の実際の配当金額を記載。

通期連結業績予想
売上高 48,700百万円
営業利益 6,800百万円
経常利益 7,120百万円
親会社株主に帰属する当期純利益 4,660百万円
1株当たり当期純利益 218.02円
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配当金の推移
（円） 期末 中間

経常利益 3,904百万円
（前年同期比 16.2%増）

売上高 25,035百万円
（前年同期比 6.8%増）

親会社株主に帰属する
四半期純利益 2,579百万円
（前年同期比 15.2%増）

営業利益 3,740百万円
（前年同期比 16.1%増）
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2022年12月
株式会社アルゴグラフィックス
代表取締役会長　CEO

株主の皆様へ 連結決算のご報告

PLM事業 EDA事業

売上高  24,060百万円
（前年同期比 6.7%増）

売上高  975百万円
（前年同期比 9.9%増）

自動車関連顧客の企業変革
（DX）を実現するITソリュー
ション（プラットフォーム）
ビジネスの受注増加により、
6.7％増収、15.2％営業増
益となりました。

海外ビジネスの進展により、
9.9％増収、48.9％営業増
益となりました。


